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１.1 米国の安全保障輸出規制強化について

◆2019年5月 米国商務省（BIS）は、華為技術（ファーウェイ）と関連68社を
エンティティー・リスト（EL）に加えると発表。
https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/regulations-docs/

2395-effective-date-of-huawei-and-affiliates-entity-list-rule/file

https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2019-05-21/pdf/2019-10616.pdf

◆2019年5月 米国財務省（OFAC）は、規制違反のリスクを最小化し、違反が

生じた場合の潜在的な罰金の軽減を受けるためのガイドライン
として、「A Framework for OFAC Compliance Commitments 

（コンプライアンス・プログラム）」を策定。
https://ofac.treasury.gov/media/16331/download?inline

◆2024年3月 米国の商務省、財務省及び司法省は、米国外に所在する
個人及び法人（非米国人）に対して、ＥＡＲ,ＯＦＡＣ規制の遵守を
求める連名のコンプライアンスノートを公表。
https://ofac.treasury.gov/media/932746/download?inline

◆2018年8月 国防授権法という毎年立法化される法律の中に盛り込む形で、
17年振りに輸出管理の法律（ECRA）が恒久法として再立法化。
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１.2 米国の安全保障輸出管理

国務省

国防貿易管理局

（ＤＤＴＣ）

機微度の高い

軍事品目

武器輸出管理法 国際武器取引規則

Arms Export Control 

A c t （ A E C A ）

International Traffic in

Arms Regulations （ITAR）

商務省

産業・安全保障局

（ＢＩＳ）

汎用品目（Dual-
Use Items）及び
機微度の低い
軍事品目

輸出管理改革法 輸出管理規則

Export Control Reform
A c t （ E C R A ）
（ E A A ： 2 0 0 1 年 失 効 ）

Export Administration

Regulations （ＥＡＲ）

財務省

外国資産管理局

（ＯＦＡＣ）

特定規制国・

特定制裁者への
経済制裁

Trading with the Enemy Act （TWEA：対敵対取引規制法）

International Emergency Economic Powers Enemy Act

（IEEPA：国際緊急経済権限法）

エネルギー省

（ＤＯＥ）

核関連品目

（主に技術）

Atomic Energy Act 

（原子力法）

核関連輸入規則

（10 CFR Part 810）

原子力規制委員会

（ＮＲＣ）

核関連品目

（主に貨物）

Atomic Energy Act 

（原子法）

原子力関連対外活動規則

（10 CFR Part 110）

規制対象所管省庁

米国の輸出関連法規
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１.3 域外適用について

・米国からの輸出を規制するだけでなく、米国から輸出された貨物・技術の
輸入国からの再輸出についても適用される（域外適用）

・違反した場合、米国以外の企業においても
①米国からの貨物・技術の調達不可（米国市場を失う）
②罰金や禁固・取引禁止顧客の指定等の制裁を受ける

米国関連法の
適用範囲

米国 第三国

日本

輸出 再輸出

輸出

米国関連法の適用範囲

レピュテーション
リスク
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２.1 ＥＡＲ（輸出管理規則）について

カテゴリーIV及びXV

CCL
.x, .y コントロール

EARとは、 Export Administrations Regulations (“EAR,” 15 CFR 730-774) として

米国起源の製品、技術、サービスの輸出を管理・規制するために制定された規則。

主な目次
• Part 730 概要

• Part 732 EARの使用手順

• Part 734 EARの管轄範囲（規制対象品目、デミニミス・ルール他）

• Part 736 一般禁止事項

• Part 738 規制品目リスト（CCL）の概要とカントリーチャート

• Part 738 付則1 カントリーチャート

• Part 740 許可例外

• Part 740 付則1 カントリーグループ

• Part 742 規制品目リスト（CCL）に基づく規制方針

• Part 744 エンドユ－ザ及びエンドユースに基づく規制方針

• Part 744 付則4 エンティティﾘｽﾄ（Entity List）

• Part 746          禁輸国及びその他の特別規制

• Part 772          用語の定義

• Part 774          規制品目リスト（Commerce Control List）

https://www.bis.gov/regulations/ear
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２.2 ＥＡＲの規制対象品目

◆EARの対象品目（§734.3、§734.9 ）
（１）米国にあるすべての品目（米国の外国貿易ゾーンにあるもの、又は

米国を経由して外国から他の外国に輸送中のものを含む）

（２）米国原産貨物、技術、ソフトウェア（世界のどこにあっても）

（３）規制される米国原産貨物、技術、ソフトウェアの組込品（デミニミス・ルール
を超えるもの） ただし、暗号技術等のデミニミス・ルールが使用できない
ものは、比率に係わらず規制対象

（４）規制される米国原産技術、ソフトウェアに基づく直接製品（非米国製品目）

（５）米国原産の特定の産技術、ソフトウェアに基づく直接製品であるプラント、
又はプラ ントの主要構成要素に基づく直接製品（非米国製品目）

◆デミニミス・ルール（§734.4）
上記（３）項、組込比率が一定値以下であれば米国規制の対象とならない。

（１）総価額の10％以下のもの

（２）総価額の25％以下のもの：禁輸・テロ支援国（E1、E2）以外のすべての国

※ただし､デミニミス・ルールが適用できない品目がある
（暗号品目、ECCN番号500、600シリーズ等）
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米国原産技術 直接製品 直接製品ではない製品

規制製品テスト用の
ソフトウェア

当該製品のテスト テストされた当該製品

ＣＡＤ/CAMソフト
開発用の技術情報
（ソフトウェア不含）

ＣＡＤ/CAMソフトウェア ＣＡＤ/CAMソフトウェアで作成
された図面及びその図面で製造
された製品

ロボット設計用
ＣＡＤソフトウェア

ロボットの設計 ロボット及びロボットで製造
された製品

ＩＣ設計用開発
ソフトウェア・ツール

ＩＣの設計 その設計により製造されたＩＣ

コンピュータ用設計図 重要な改良を加えずに
その図面に基づいて
製造されたコンピュータ

－

部品設計用技術情報 製造された部品 部品を組み込んだ製品

ゴム製造用技術情報 製造されたゴム ゴムで製造されたタイヤ

（参考） 直接製品の概念

出典：キャッチオール輸出管理の実務 日刊工業新聞社

§772：用語の定義（ Direct product：直接製品）
⇒The immediate product (including processes and services) produced directly by the use of technology or software.
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規制品目リスト （CCL）は、EARの§738に基づき規定され、10項目のカテゴリーと
５つのグループにより分類される。
また、個々の品目は、輸出規制分類番号（ECCN）によって識別される。

２.3 規制品目リスト （ＣＣＬ）

A
装置、組立品
部分品

Ｂ
製造及び
試験装置

Ｃ 材料

Ｄ ソフトウェア

E テクノロジー

カテゴリー グループ
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ECCN（Export Control Classification Number）は、５桁の数字とアルファベットから
構成される。 なお、CCLで規定されないものは、EAR９９に分類される。

輸出規制分類番号 （ECCN）

＊国際レジーム
WA：ワッセナー・アレンジメント
NSG：原子力供給グループ
MTCR：ミサイル技術管理レジーム
ＡＧ：オーストラリア・グループ
（注）
AT：対テロ規制 、 CC：犯罪防止規制、
RS：地域安定規制、SS：不足物資規制、
UN：国連制裁規制、NS：国家安全保障規制

＊この他に、新技術の受け皿として
０Ｙ５２１、９Ｙ５１５品目等がある。
( Yは、A, B, C, D, Eのいずれかを指す)
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２.4 輸出許可要否の確認
https://media.bis.gov/regulations/ear/732#supplement-1-732
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輸出許可要否の確認

ECCN番号を特定して、
規制理由を確認する。
（該非判定）

最終用途、最終需要者、
規制された仕向地等に関する
懸念の有無を確認する。

カントリーチャートを用いて
仕向地別に規制対象か否か
を確認する。

許可例外が適用できるか
否かを確認する。
（カントリーグループ）
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規制品目番号と規制品目

許可要件

NS：National Security
ＡＴ：Anti-Terrorism

LVS：§740.3
Shipments of Limited Value 

GBS：§740.4
Shipments to Country Group B

Countries

規制品目リスト（関連規制
及び規制品目の詳細）

6B004 Optical Equipment ，as Follows

(see List of Items Controlled).

License Requirements

Reason for Control: NS, AT

List Based License Exceptions (See Part 740 for a Description 

of All License Exceptions)

LVS: $5000

GBS: Yes for 6B004.b

List of Items Controlled

Related Controls: This entry does not control microscopes.

Related Definitions: N/A

Items: a. Equipment for measuring absolute reflectance to an 

“accuracy” of equal to or better than 0.1% of the  reflectance  

value;

b. Equipment other than optical surface scattering  

measurement equipment, having an unobscured aperture of  

more than 10 cm, "specially designed" for the non-contact     

optical measurement of a non-planar optical surface figure  

(profile) to an "accuracy" of 2 nm or less (better) against the  

required profile.

輸出規制分類番号 （ECCN）の読み方
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規制理由 （ Reason for Control ）
https://www.bis.gov/regulations/ear/742#undefined
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品
目
規
制

（輸出及び再輸出） 規制品目の規制対象国向けの輸出又は再輸出

（米国製品組込品の再輸出）
デミニミスレベルを超える米国原産品を組み込んだ外国製品の
外国からの輸出又は再輸出

（外国製直接製品の再輸出）
米国製技術またはソフトウェアに基づく外国製の直接
製品の外国からの輸出又は再輸出（§736､§742､
§744､§746､§764の輸出許可要求事項）

活

動

規

制

需要者規制

（Denied Orderで禁止された行為）

DPL掲載者との取引禁止 （§766で公布）

・EAR対象品目全てが対象、許可例外は適用不可

用途規制

（最終用途、最終需要者）

§744で禁止された最終用途又は最終需要者である
ことを知りながら（輸出許可を取得せず）EAR対象品
目の輸出・再輸出を禁止（Know規制）
・Entity List規制、UVL規制
・SDN規制（OFAC規制）
・キャッチオール規制他

禁輸国

禁輸国、輸出制限国への輸出、再輸出、及び移転
（国内における移転）の禁止
・イラン、北朝鮮、シリア、キューバ、

ロシア、ベラルーシ等

一般禁止事項の概要 （§736）
https://www.bis.gov/regulations/ear/736
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活

動

規

制

米国人による拡散行為

米国人EAR（§772.1で定義）は､§744.6(b)又は(c)で

禁止されるいかなる行為にも携わることはできない。

経由地の規制

以下の国を経由又は通過して品目を輸出又は再輸出
することは、許可例外もしくは輸出許可の適用がない
限り、実施できない。（経由地を仕向地と仮定）
・アルメニア､アゼルバイジャン､ベラルーシ､カンボジア､
キューバ､ グルジア､カザフスタン､キルギスタン､ラオス､
モンゴル､北朝鮮､ロシア､タジキスタン､ トルクメニスタン､
ウクライナ､ウズベキスタン､ベトナム

各種命令違反の禁止

EARに基づいて発行された輸出許可、許可例外の条件
若しくは制約に違反することはできない。

また、EARに基づいて発令された命令に違反することは
できない。

違反発生の認識
違反の発生や発生の可能性を知り得る場合は、
全体又は一部であっても、販売、移転、輸出、再輸出、
融資、注文、購入、移転、隠匿、 保管、使用、貸与、廃
棄、輸送、配送又はその他の役務を行うことはできない

一般禁止事項の概要 （§736）
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カントリーチャート（§738）

 

 

 

 

 

 

https://www.bis.gov/regulations/ear/738#supplement-1-738
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許可例外の詳細 （１／２） §740

種類 仕向先 概 要 輸出前後に必要な手続き

LVS B国群（自由圏）
§740．3

貨物の少額特例（日本の少額特例に
相当）

同一荷受人に対する年間上限の

管理が必要

GBS B国群（自由圏） スーダン及び
ウクライナを除く §740．4

NS規制貨物のみに適用（自由圏向け
包括輸出許可に相当）

なし

TSR B国群（自由圏） スーダン及び
ウクライナを除く §740．6

B国群向けNS規制の技術・ソフトウェア
のみに適用

被提供者からの確約書を入手
すること

APP Ｅ：１、Ｅ：２国群を除く全仕
向地（仕向地にAPP値の
上限有） §740．7

高性能デジタルコンピュータ及び技術、
ソフトウェアに適用

なし
* APP値：加重最高性能
（Adjus・ed Peak Performance）

ENC Ｅ：１、Ｅ：２国群を除く全地
域、 §740.17

暗号貨物、技術及びソフトウェアに適用 判定書または自己判定報告
書が必要

ACE Ｅ：１、Ｅ：２国群を除く全地
域、 §740.22

サイバーセキュリティ関連貨物、技術
及びソフトウェアに適用

なし

NAC/ 
ACA

マカオ又はＤ：５国群等
§740．8

先進コンピュータ関連品目に適用 ＮＡＣは輸出・再輸出の少なくとも
25日前にＢＩＳへの通知

IEC 特定の同盟国： §740.24 同盟国の規制合意品目に適用 なし

ＣＣＬに適用条件が示されているもの https://www.bis.gov/regulations/ear/740
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許可例外の詳細 （２／２） §740

種類 仕向先 概 要 輸出前後に必要な手続き

TMP 全地域（E: 1国群除く）
§740. 9

展示・デモ用、職業用具等の一時的な輸出・再輸出。
ベータ版ソフトウェアの輸出等

展示・デモ用は、1ヶ所で120日を
超過してはいけない。

RPL 全地域（E: 1国群除く）
§740.10

1対1で交換する補修品（部品又は装置）の輸出・
再輸出等

交換部品は破壊されるか、供給者
に戻されること

GOV 政府及び国際機関
§740.11

政府、国際機関 （ＩＡＥＡ等）、化学禁止条約に基づく
査察機関への輸出・再輸出

なし

GFT §740.12 寄付、人道目的で提供する寄贈品に適用 キューバ向けは特別誓約あり

TSU §740.13 必要最小限の運転用技術ソフト、販売促進技術、
市販ソフト、ソフトウェアのアップデート（不具合修正）等

なし

BAG §740.14 個人用の一次持ち出し（再輸出には適用不可） なし

AVS §74015 一時寄港中の航空機、船舶・及び宇宙空間用の飛しょう体に
使用する装備品、交換部品等

なし

APR §74016 Ａ：１ 国群からの再輸出等 なし

AGR キューバ向け§74018 農産物・農業製品の輸出・再輸出 なし

CCD キューバ、ロシア、ベラ
ルーシ向け§740119

当局者/共産党以外の個人に対し、コンピュータ、、通信機器
の輸出・再輸出

なし

STA A: 5、A: 6国群
§740.20

特定の品目のリスクの低い仕向地への輸出、再輸出等 荷受人への通知、誓約書等の
取得必要

SCP キューバ向け§740.21 キューバ人民支援を意図した輸出・再輸出 なし

MED ロシア等向け§740.23 EAR99の医療機器 配送システムの有効性等

ＣＣＬに適用条件が示されていないもの https://www.bis.gov/regulations/ear/740
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カントリーグループ（国群） §740

B（

A:1

D:1

E:1

E:2
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カントリーグループ（国群） §740 https://media.bis.gov/regulations/ear/740#supplement-1-740
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https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/regulation-docs/
2255-supplement-no-1-to-part-740-country-groups-1/file
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◆対ロシア・ベラルーシ関連規制強化
・2022年9月 ロシア・ベラルーシの産業向け規制品目の拡大（§746 付則 6他）

・2023年5月 同上 、 軍事エンドユーザ及び調達のFDPルールの拡大

・2024年1月 同上 、 許可対象を追加：HTS第88類等94品目、HTS852910（アンテナ関連機器）

デミニミスルールの適用対象を除外：y items品目（9x515、600ｼﾘｰｽﾞ）

・2024年6､8月 同上

◆先進コンピュータ、半導体製造関連等の規制強化
・2022年10月 ① 先端半導体製造関連/半導体製造装置関連エンドユース規制、 ② スパコン

関連のエンドユース規制、③ 先端 IC、先端 IC 製造関連のリスト規制等
（FDPルール拡大、米国人による中国の半導体製造施設でのIC開発・製造の支援に制限等）

・2024年8月 同上の内容改訂
・2024年10月 中国に対する半導体の輸出管理強化
・2025年1月 人工知能（AI）向け半導体等への輸出管理強化

◆2024年3月 SDN掲載者に対する輸出許可対象の拡大（§744.8）

◆2025年9月 Entity List、軍事エンドユーザーリスト（MEU）掲載者に対する50％ルール適用を公表
ただし、30日間のパブリックコメント付 （OFAC規制、SDNの50%ルールと同じ扱い）
⇒11月10から1年間停止を公表（10/30）

２.5 最近（？）の動向
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（参考） ＢＩＳのＨＰ （Top Page） https://www.bis.doc.gov/index.php
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（参考） ＢＩＳのＨＰ （Top Page） https://media.bis.gov/
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（参考） ＢＩＳのＨＰ （ＥＡＲ）
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（参考） ＢＩＳのＨＰ （ＣＣＬ/ＥＣＣＮ）
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（参考） ＢＩＳのＨＰ （Policy Guidance）
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Entity List 掲載例
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懸念顧客の検索（CSL SEARCH）
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BISへの許可申請（SNAP-R）
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輸出管理違反事例関連
https://media.bis.gov/media/documents/dlthty-nov-2024-1-7-25
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出典：www.active-labo.com/
経済制裁とは

３． 経済制裁とＯＦＡＣ規制

金融制裁
（資産凍結）

貿易制裁
（輸出規制）
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カテゴリーIV及びXV

CCL
.x, .y コントロール

◆OFAC規制

米国財務省外国資産管理室（The Office of Foreign Assets Control） が、

安全保障や外交政策を理由として取引禁止や資産凍結といった措置を管轄・

執行する各種規制をいう。

https://ofac.treasury.gov/

３.1 ＯＦＡＣ規制について

◆制裁対象
●特定国（国、地域ベース）

✔包括的制裁： キューバ、イラン、シリア、等
✔限定的制裁：ロシア、ミュンマー、北朝鮮、ベネズエラ、等

●特定個人・団体（リストベース）
✔ＳＤＮ、SSI等（制裁対象の政治的関係性のある者、麻薬関係者、テロ・組織犯罪者、

人権侵害に従事する者等を含む）
✔SDN、SSIが50%以上株式を保有する法人も対象（50%ルール）

●特定取引（取引ベース）
✔すべての米ドル取引

◆適用範囲

✔一次制裁：米国人・企業、米国産品が関与する米ドル建て取引（米国の管轄権が及ぶ取引）

✔二次制裁：非米国人・非米国法人による、米国外における制裁対象者との取引
（間接取引含む）
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カテゴリーIV及びXV

CCL
.x, .y コントロール

◆米ドル建て取引

✔米ドルは米国金融機関とのコルレス口座を経由して行われるのが通常。
✔クレジットカード取引（VISA、Mastercardは米国系）

⇒米国との接点を生じるリスク有

◆間接取引

✔直接の取引対象ではなく、業務委託先、調達先、ロジ・輸送業者等のエンド
ユーザーに制裁対象者が含まれる場合 （送金先含むサプライチェーン上の全て）

ＯＦＡＣ規制について

OFAC規制における注意点

違反に対するペナルティ
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◆５０％ルール
✔SDN、SSIそのものでなくても、SDN、SSIに直接的又は間接的に50%以上所有

されている企業もSDN、SSIと見做される。

ＯＦＡＣ規制について

Ａ社
ＳＤＮ

H社
ＳＤＮ

X社
ＳＤＮ

CCL
.x, .y コントロール

Ａ社
ＳＤＮ

M社
ＳＤＮ

Y社
ＳＤＮ

Ｂ社
ＳＤＮ

N社
ＳＤＮ

50%

50%

（Ａ社間接持分は25%）

50%出資先は完全に
SDNと見做される

A社の間接持分比に
拘らず,SDNと同等と
見做されるX社が
50%以上の持分を有
しているため、Y社も
SDNと見做される

Ａ社
ＳＤＮ

P社

Z社
ＳＤＮ

Ｂ社
ＳＤＮ

Q社

Ｃ社
ＳＤＮ

50%出資

30%出資 20%出資

50%出資 40%出資 30%出資

30%出資
30%出資

30%出資

Case1 Case２ Case３

M社、N社の夫々の出資比率は50%以下でも、
Y社の判定では合算した間接持分比（30%+20%=50%）
となるため、Y社もSDNと同等と見做される

P社、Q社はSDNではなくとも、Z社の判定ではA+B+C社の
間接出資比率（12%+9%+30%=51%）となるため、Z社もSDN
と同等と見做される
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◆対ロシア規制強化

・2023年12月 「ロシアの海外での有害活動制裁 大統領令 14024」を改正
⇒外国金融機関に対する制裁（2次制裁）が追加された。（1402は2021年4月施行）

ロシアの技術・防衛セクター等でSDNとの取引、指定重要品目のロシアへの取引を実行・促進した
場合、コルレ ス口座の開設等の禁止、米国内資産凍結・SDN 掲載、同金融機関との取引禁止等。

・2024年2月 ロシアのウクライナに対する不当な全面戦争から2年経過したことなどを
受けて、約300の個人・事業体をSDNに指定

３.2 最近（？）の動向

出典：CISTEC Journal 2024.3 No.210

（50%ルール適用対象者は不含）
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https://ofac.treasury.gov/

（参考） OFACのＨＰ （Top Page） https://ofac.treasury.gov
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https://ofac.treasury.gov/

（参考） OFACのＨＰ （ＦＡＱ Page）
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（参考） スクリーニングについて

https://www.dowjones.com/business-intelligence/risk/products/data-feeds-apis/
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（参考） スクリーニングについて

から抜粋
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品 目 外為法 米国法

兵 器

リスト規制品
（１～１５項）

武器輸出管理法

汎
用
品

兵器の開発に転用
可能

EAR

リスト規制品

その他 キャッチオール
規制品（１６項）

米国独自規制品

（テロ支援国規制）

リスト外規制品

（EAR９９）
非規制品

（食料,木材等）

・外為法では規制されない米国独自規制がある。
・リスト規制品目でなくても、特定の国向けは規制（禁輸・テロ支援国）
・リスト規制品目であっても、許可例外が適用できる場合は許可不要となる。

外為法では、「リスト規制品」と「キャッチオール規制品」があり、
その他（食品、木材等）は非規制品目となる。

米国法では、全ての品目がEAR規制対象となる。
CCLに記載されていない品目であってもEAR99として
規制対象品となる。

４.1 外為法と米国法との規制品目の比較

5Ａ992(WindowsPC、スマホ）
5D992（米国製暗号ソフト）
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16の項 キャッチオール品目 Cate  0～9 米国独自規制品目

ＣＣＬ非規制品目（EAR99）

非規制品目 （食品、木材等）

外為法と米国法との規制品目の比較
CCLのカテゴリーNo.≒外為法項番-４

１項（武器）は武器輸出管理法
２，３，４，14，15項は分散
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外為法 米国法

ＥＡＲ ITAR

１．刑事罰
・10年以下の拘禁
・10億円（法人）､3千万

円（個人）又は目的物
価格の5倍以下の
罰金

２．行政制裁

・3年以内の輸出等の
禁止

・別会社の担当役員等
への就任禁止

１．刑事罰
・法人：100万ドル以下の罰金
・個人：100万ドル以下の罰金

又は20年以下の禁固､
又はその両方

２．行政制裁
・EAR規制対象品目の輸出
権限の剥奪（ＤＰＬ掲載）

・1件当たり30万ドル又は
取引金額の2倍以下の罰金

１．刑事罰
・民事：1件当たり100万ドル以上

の罰金（内容で上限付）
コンプイアンス是正措置
防衛取引の禁止

・刑事：1件当たり100万ドル以上
の罰金
最大20年の懲役
防衛取引の禁止

２．行政制裁
・約3年間の防衛取引の禁止

（資格の復職には申請/承認
が必要）

４.2 違反に対する罰則
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留意すべきポイント

◆域外適用
米国の輸出管理規制は、米国の国内法を海外にも適用する「域外適用」を行っている。
⇒米国関連法規に違反した場合は、米国制裁の対象となり、罰金や禁固・取引禁止顧客の

指定等の制裁が加えられ、米国市場を失い、大きな損害を被るおそれがある。

◆貿易（貨物・技術）
米国法も国際的な枠組（国際輸出管理レジーム）に準拠している。
規制される品目等は日本の外為法とほぼ同じであるが、一部米国独自規制のものがある。
⇒契約書、調達資料等の中で「米国の再輸出規制の対象となる品目か？」を確認する。

◆金融（ドル）
米国財務省のＯＦＡＣが制裁対象者（ＳＤＮ List等）としてリストに掲載された者は、
米ドル取引が禁止され、米国内の資産も凍結される。
⇒輸出に限られない、あらゆる経済取引が対象となるため、貿易制裁より遥かに影響が大きい。

◆その他（リスト規制品の扱い）
外為法では、原則経済産業省の許可取得が必要となる。（一部の特例は除く）
一方、米国法ではカントリーチャートによる確認及び許可例外の適用可否による判断となる。

５．まとめ


